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ら、企業等との共同研究は、保有する知的財産
を産業利用が可能な研究成果として発展させ、
社会への還元を可能とする重要な手段です。こ
のため、防災科研は研究成果に係る権利を共有
することを基本として、企業等との共同研究を
積極的に推進します。共同研究で得られた知的
財産権については、権利の確保までの貢献を評
価し、その実施を促進する観点から、共同権利
保有者が一定期間、独占的に実施できるものと
します。
　防災科研は、以上の知財ポリシーを実践する
ことにより、防災科研の知財活用、企業連携を
一層活発化させ、社会に貢献してまいります。
おわりに
　我が国は、多くの犠牲者を生んだ東日本大震
災をはじめとする地震・津波災害、激化・多発
の一途をたどっているゲリラ豪雨や土砂災害な
ど、常に自然災害に脅かされ続けており、防
災・減災分野の研究開発は、自然災害による人
的被害、経済的被害を最小限に抑える上で極め
て重要です。防災科研としても基盤的観測網や
先端的研究施設などを活用して、積極的にその
推進と成果の普及・活用を図っているところで
す。この成果の普及・活用を効果的に進めるに
は、防災科学技術の研究成果を活用することが
想定される機関と連携してニーズを踏まえた研
究を進めるとともに、実生活や現場での実用化、
社会実装に向けて、企業の皆様のお知恵、お力
が必要不可欠です。
　防災科研では、産業界との連携に当たって、 
その目的・内容に応じ、共同研究、受託研究、
協力協定など様々な形態・制度を用意してお
ります。連携に関心がある方は、社会連携課 
（ren@bosai.go.jp）までご連絡下さい。
　権利化すべき研究成果は特許権を取得します
が、独占排他権として保持するのではなく、社
会で活用することを優先に、企業への実施許諾
等により普及を推進するとともに、共同研究や
公募型研究資金の獲得に結びつけば良いと考え
ています。また、技術移転された権利が有効に
活用されるためには、それに関連するノウハウ、
データなどの技術上の情報が必要です。そのた
め、防災科研は、権利が移転された者に対して、
様々な情報提供等の技術支援を行っています。
（3） 効果的な実施許諾及び譲渡
　知的財産権の実施許諾については、防災科研
が公的機関であることを踏まえ、原則として、
非独占的通常実施権による許諾を行います。た
だし、許諾先企業の意欲を高めることによって
知的財産権の利活用を促進することが有効であ
り、かつ公益性、公平性の観点から見ても問題
がないと判断される場合には、対外的な透明性
にも十分配慮しつつ、一定期間に限り独占的な
実施権を付与することを検討します。
　許諾の単価については、研究成果の利活用を
促進する観点から、許諾案件ごとに許諾先と協
議の上、合理的な実施料を決定します。
　また、知的財産権の利活用を促進する上で真
に合理的と認められる場合には、透明性や公平
性の確保など一定の条件の下で、当該権利を原
則として有償で他に譲渡します。
（4） 産学官連携を通じた活用
① 幅広い産学官連携活動の推進
　研究成果の社会還元を効果的に進めるため、
連携のターゲットを明確にした情報発信、マッ
チングイベントの開催、共同研究の提案、知的
財産権の実施提案等、知的財産権を核とした幅
広い産学官連携活動を推進します。
② 共同研究
　防災科研は企業的実施手段を有さないことか
